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相対型電子貸付に関する細則（非オンライン相対型電子貸付取引先用）


１．趣   旨
    この細則は、「相対型電子貸付に関する基本約定」（以下「基本約定」といいます。）にもとづく相対型電子貸付に関する事務の取扱いを定めるものです（注）。
（注）担保に関する事務の細部取扱いは、「担保に関する細則」（以下「担保細則」といいます。）に定めています。

２．用語の定義
    この細則で使用する用語の定義は、基本約定、担保細則その他の日本銀行が定めた規則規定等によるほか、次のとおりとします。
（１）非オンライン相対型電子貸付取引先
  日本銀行との間で相対型電子貸付取引を行う取引金融機関等の営業所等のうち、日銀ネットを利用しない先をいいます。
（２）補完貸付
　　　「補完貸付制度基本要領」にもとづく相対型電子貸付をいいます。
（３）相対型電子借入
相対型電子貸付の借入をいいます。
（４）相対型電子借入申込
  相対型電子借入の申込をいいます。
（５）借入申込人
  相対型電子借入申込を行う非オンライン相対型電子貸付取引先をいいます。
（６）借入人
  相対型電子借入を行っている非オンライン相対型電子貸付取引先をいいます。
（７）貸付店
  非オンライン相対型電子貸付取引先と相対型電子貸付取引を行う日本銀行の本支店をいいます。
（８）貸付承認部署
  貸付店の部署のうち、非オンライン相対型電子貸付取引先からの相対型電子借入申込を承認する部署をいいます（貸付店が本店の場合には金融機構局金融第１課、金融第２課または金融第３課、支店の場合には営業課または総務課）。
（９）借入申込書類受付部署
  貸付店の部署のうち、相対型電子借入申込にかかる書類の受付部署をいいます（貸付店が本店の場合には業務局営業業務課営業業務グループ、支店の場合には業務課）。

３．取引のための届出
  取引金融機関等は、取引を開始するのに先立って、基本約定第１２条第１項第１号および第２号に掲げる事項を、日本銀行の指示に従い、書面により貸付店（本店の場合には業務局統括課事務統括グループ、支店の場合には業務課）に届出てください。
  また、取引金融機関等は、次の（１）に掲げる事項を貸付承認部署に、（２）を当該貸付店に届出てください。届出事項に変更がある場合にも、同様に、遅滞なく変更を届出てください。
（１）相対型電子貸付に関する貸付承認部署との連絡担当部署の名称、担当者名、電話番号およびファクシミリ番号（第１号書式）
（２）「事務連絡部署届」（注）
（注）「事務連絡部署届」の書式は、「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（共通事務）」（日本銀行ホームページ（「業務上の事務連絡」－「日銀ネット関連」－「諸規程・マニュアル類」－「利用細則」）に掲載しています。）第１号書式を使用してください。

４．借入
（１）相対型電子借入申込
イ．相対型電子貸付（補完貸付を除く。）を希望する場合
  非オンライン相対型電子貸付取引先は、相対型電子貸付の借入を希望する場合には、貸付承認部署に対し、電話等により、借入を希望する旨、借入申込金額、返済期日および借入利率を連絡してください。その後、原則として、借入を希望する日の午後４時４５分までに、借入申込書類受付部署に「相対型電子借入申込・返済申出書」（第２号書式）を提出してください。
ロ．補完貸付を希望する場合
非オンライン相対型電子貸付取引先（補完貸付制度基本要領に規定する貸付先として承認された場合に限る。）は、補完貸付の借入を希望する場合には、原則として、借入を希望する日の午後４時４５分までに、借入申込書類受付部署に「補完貸付借入申込・返済申出書」（第３号書式）を提出してください。この場合、貸付承認部署に対し、当該申出書を提出する旨または提出した旨を連絡してください（当該連絡は、提出の事前・事後を問いませんが、事後に連絡を行う場合には、提出後速やかに連絡してください。）。
（２）相対型電子借入申込の承認（注）
（注）（１）イ．およびロ．で共通の流れになります。
  日本銀行は、相対型電子借入申込を承認する場合には、借入金額を、貸付店にある借入申込人の当座勘定に入金します。その際、借入申込書類受付部署は、借入申込人に対し、相対型電子借入申込を承認し、借入金額を借入申込人の当座勘定に入金した旨を連絡します。
  日本銀行は、借入申込人からの相対型電子借入申込を承認しない場合があります。この場合、貸付承認部署は、借入申込人に対し、その旨を連絡します。
  なお、日本銀行は、借入申込人への貸付の実行により担保不足が生じる場合には、借入申込人が希望する金額の貸付は行いません。この場合、借入申込人は、貸付承認部署の指示に従ってください。

５．借入金利息の算出方法
借入金利息は、次のとおり算出します。
借入金額（注２）×借入日の翌日から起算して返済期日までの日数（注３）（注４）×借入利率（注５）
借入金利息（注１）＝──────────────────────────────────
             ３６５  ×  １００
（注１）円位未満切捨てとする。
（注２）期日前返済を行う場合には、返済を行う金額。
（注３）期日前返済を行う場合には、借入日の翌日から起算して返済日までの日数とする。借入日当日に返済が行われた場合には、零となる。
（注４）閏日が含まれる場合には、これを日数に算入する。
（注５）年利建てパーセント単位とし、小数点以下第８位までとする。

６．返済
  ４．（１）の「相対型電子借入申込・返済申出書」または「補完貸付借入申込・返済申出書」の提出を受けた貸付店は、返済期日において、午前９時以降速やかに、貸付店にある借入人の当座勘定から借入金額に借入金利息を加えた金額を引落すことで、返済を受けます。なお、当座預金の残高が借入金額に借入金利息を加えた金額を引落すに足りない場合には、自動的に当座貸越に移行し、返済事務を完了させます。

７．相対型電子借入申込（補完貸付を除く。）の取消
  借入申込人は、４．（１）イ．の「相対型電子借入申込・返済申出書」を借入申込書類受付部署に提出後、相対型電子借入申込の取消を希望する場合には、直ちに貸付承認部署に取消を希望する相対型電子借入申込の内容および取消を希望する理由を連絡し、貸付承認部署の指示に従ってください。貸付承認部署が取消を認めた場合には、「相対型電子借入申込取消申出書」（第４号書式）を借入申込書類受付部署に提出してください。

８．借入金額等に誤りがあった場合の取扱い
  日本銀行は、相対型電子借入申込を承認した後に借入金額等に誤りを発見した場合には、借入人にその内容を連絡したうえで、承認済の相対型電子貸付を修正することがあります。

９．合併等の前営業日の取扱い
  合併、事業譲渡等の前営業日には相対型電子貸付を受けることができない場合があります。

１０．書類の記入上の留意事項
  この細則により日本銀行に提出する書類（日本銀行業務オンラインにより提出する場合を除きます。）は、次の事項およびそれぞれの書式の欄外の注意事項に留意して記入してください。
（１）提出書類に押捺する代表者もしくは代理者の印または提出書類に記載する代表者もしくは代理者の署名は、現に貸付店に印鑑または署名鑑を提出済のものに限ります。
（２）もれなく正確かつ明瞭に記入してください。
（３）記入した事項を訂正する場合には、誤りの箇所を二条の横線により抹消し、当該箇所に代表者もしくは代理者の印を押捺し、または代表者もしくは代理者が署名し、その上部に正当な事項を記入してください。

 １１．その他
  日本銀行は、やむを得ない事情によりこの細則による取扱いができないと認める場合には、この細則の規定と異なる取扱いをし、または非オンライン相対型電子貸付取引先毎にこの細則の規定と異なる取扱いを指示することがあります。
  また、日本銀行は、相対型電子貸付の適切な運用を確保するため、必要と認める場合には、この細則を改正することがあります。
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